
◎鉄道事業法等の一部を改正する法律
（平成一四年六月一九日法律第七七号）　　

一、提案理由（平成一四年四月四日・参議院国土交通委員会）

○国務大臣（扇千景君）　ただいま議題となりました鉄道事業法等の一部を改正する法

律案につきまして、その提案理由及び要旨を御説明申し上げます。

　貨物鉄道事業、貨物運送取扱事業及び貨物自動車運送事業は、企業活動に不可欠な原

料や製品の調達、さらには日常生活に欠かすことのできない生活物資の輸送や宅配便等

を含む広範な物流サービスを担っております。経済活動や国民生活の安定を維持してい

く上で極めて重要な役割を果たしています。

　近年、情報通信技術を活用した多様かつ高度な物流サービスが展開されつつあり、ま

た、我が国の経済構造改革に寄与する物流システムの効率化が求められていることから、

貨物輸送事業者に対しましても、自らの経営判断により機動的な事業展開を図っていく

ことが急務な課題となっております。一方、交通安全や環境負荷軽減といった社会的要

請が強まりつつあることから、これらの要請にもこたえていく必要があります。

　このような状況の変化を踏まえ、事業者の創意工夫を生かした多様なサービスの創出

や迅速な事業展開が可能となるよう、貨物運送に係る事業の参入規制や運賃規制の緩和

を行い、競争を促進することにより、利用者のニーズに即した物流サービスの実現や物

流業の活性化、効率化を図っていくとともに、輸送の安全等に関する社会的規制や、公

正な競争及び利用者保護の確保のために、事後チェック制度については充実強化を図っ

ていく必要があります。

　このような趣旨から、このたびこの法律案を提案することとした次第でございます。

　次に、その要旨を御説明申し上げます。

　第一に、貨物鉄道事業及び貨物運送取扱事業の参入規制について、貨物鉄道事業の許

可に係る需給調整要件を廃止し、休廃止についての許可制を事前届出制とするとともに、

第一種利用運送事業の許可制を登録制とし、運送取次事業の規制を廃止することといた

しております。

　第二に、貨物鉄道事業、貨物運送取扱事業及び貨物自動車運送事業の運賃及び料金に

ついて、事前規制を廃止することといたしております。

　第三に、貨物自動車運送事業について、発地及び着地のいずれもが営業区域外に存す

る貨物の運送を禁止する営業区域規制を廃止することといたしております。

　第四に、貨物自動車運送事業者が他の貨物自動車運送事業者を利用して貨物の運送を

行う場合について、貨物自動車運送事業法の規制を適用するとともに、実運送を行う貨

物自動車運送事業者に対して輸送の安全の確保を阻害する行為を行ってはならないこと

といたしております。

　第五に、地方貨物自動車運送適正化の事業実施機関は、苦情解決その他の事業の実施

に必要な限度において、貨物自動車運送事業者に対し、文書若しくは口頭による説明又



は資料の提出を求めることができることとしております。

　第六に、鉄道事業者は、他の運送事業者との間の貨物の引継ぎ等を円滑に行うための

措置を講ずるよう努めなければならないこととしております。

　以上が、この法律案の提案理由及び要旨でございます。

　この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げたいと

存じます。

　ありがとうございました。

二、参議院国土交通委員長報告（平成一四年四月一〇日）

○北澤俊美君　ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。

　本法律案は、近年の社会経済情勢の変化等を踏まえた貨物運送の柔軟な事業展開を促

進する等のため、貨物鉄道事業、貨物運送取扱事業及び貨物自動車運送事業について、

参入及び運賃・料金等に係る経済的規制を緩和するとともに、輸送の安全確保等に係る

社会的規制を強化する等の措置を講じようとするものであります。

　委員会におきましては、我が国の物流の現状と今後の取組、鉄道貨物輸送の活性化対

策、自動車排気ガスによる大気汚染と地球温暖化への対策、トラック輸送の安全確保と

運賃適正収受の取組、元請・下請関係の適正化、自動車運転者の労働時間等の改善等に

ついて質疑を行いましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。

　質疑を終了し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して富樫委員より本法律

案に反対する旨の意見が述べられました。

　次いで採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いたし

ました。

　なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。

　以上、御報告申し上げます。

○附帯決議（平成一四年四月九日）

　政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に遺憾

なきを期すべきである。

一、貨物鉄道事業の参入規制の緩和について、国は需給調整規制の廃止後においてもＪ

Ｒ貨物に関する国鉄改革の趣旨及び経緯に十分に配慮すること。

二、鉄道貨物輸送を利用した円滑な複合一貫輸送の確保に努めるとともに、旅客の乗継

ぎ又は貨物の引継ぎの円滑化のための措置については、措置内容を具体的に定め、実

施の促進に資する所要の支援措置を講じること。

三、整備新幹線開業に伴う並行在来線の扱いについては、物流ネットワークの確保に支

障を生じないよう十分に配慮すること。

四、環境問題、労働力問題及び交通安全等に配慮した物流体系を構築する観点から、鉄

道貨物輸送力の増強に資する支援措置等モーダルシフト向上施策を一層推進すること。



五、ＪＲ貨物の経営基盤の確立のため、経営改善に資する所要の支援措置を講じること。

六、貨物利用運送事業者の参入に対する厳正な審査を行うこと。また、第一種貨物利用

運送事業の参入規制の許可制から登録制への移行に当たっては、登録拒否要件を具体

的に定め、統一性、透明性を確保すること。

七、貨物利用運送事業者が実運送事業者に対して、不当な運賃料金の引下げを強要する

ことのないよう関係者に対する指導監督を強化するとともに、原価を踏まえ適正な運

賃料金の遵守について本法及び関係事業法の適正な運用を図ること。

八、港湾運送事業に本法の適用がないことを関係者に周知徹底すること。また、貨物利

用運送事業者が行う国際複合一貫輸送の進展により港湾運送に関する秩序に支障が生

じることのないよう港湾運送事業に関し講じられているこれまでの措置を維持すると

ともに、港湾運送料金の適正収受の確保につき効果的対策を講じること。

九、貨物利用運送事業の総合物流業化、３ＰＬ化、情報化、国際化への対応について、

所要の支援措置の充実・強化を図ること。

十、貨物自動車運送事業の営業区域規制の廃止に当たっては、過労運転の防止など輸送

の安全に努め運行管理体制の充実、携帯電話等による運行管理者との緊密な連絡体制

の確保、デジタル式運行記録計等最新の情報技術の効果的な活用の促進を図るととも

に、関連する施策に関し、所要の支援措置の充実・強化を図ること。

十一、許可を受けた各貨物自動車運送事業者について、貨物自動車運送適正化事業実施

機関の活用を図るとともに、計画的かつ着実な監査を実施する等により、許可後の指

導監督を強化し、併せて、貨物自動車運送事業の適正化を図るため、輸送の安全確保

に関する是正命令、事業の改善命令、許可の取消処分等について厳正かつ機動的に運

用すること。

十二、貨物自動車運送事業者による輸送の安全の確保に資するため、過積載、過労運転

等についての実態把握に努め、荷主を含む関係者に対する適正な運送取引を指導する

とともに、不法行為を強要する荷主に対しては、厳正かつ機動的に対応すること。

　　また、貨物自動車運送事業者の安全性を評価するためのシステムを確立し、その円

滑な推進のための環境整備を進めること。

十三、深刻化する大気汚染や地球温暖化問題等の環境問題への対応のための施策を一層

推進するとともに、貨物自動車運送事業者の環境問題への対応に係る支援措置を充

実・強化すること。

十四、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（平成元年二月九日労働省告示

第七号）」の遵守の徹底等による労働時間の短縮及び労働力の確保について業界を指

導するとともに、国土交通省及び厚生労働省による相互通報制度の確立等その円滑な

推進のための環境整備を図ること。

十五、貨物鉄道事業、貨物利用運送事業及び貨物自動車運送事業の運賃料金の事前規制

の廃止後においては、各事業の運賃料金の正確な実態把握に努めるとともに、事業の



適正化を図るため運賃料金の監査体制を強化すること。

　　また、各事業の運賃料金が利用者の利便その他公共の利益を阻害している事実があ

ると認める場合における国土交通大臣の運賃料金の改善命令については、適正な原価

を踏まえ厳正かつ機動的に運用するとともに、発動基準の統一性、透明性を確保する

こと。

十六、国際海上コンテナの安全な輸送の確保につき、荷主に対する積み付け、重量、危

険・有害物の明示等に関する規定の整備に努めるとともに、不法行為を強要する荷主

に対しては事業許可の取消処分等について厳正かつ機動的に行うこと。

　右決議する。

三、衆議院国土交通委員長報告（平成一四年六月一一日）

○久保哲司君　ただいま議題となりました鉄道事業法等の一部を改正する法律案につき

まして、国土交通委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　本案は、近年の社会経済情勢の変化等を踏まえた貨物運送の柔軟な事業展開を促進す

る等のため、所要の措置を講じようとするものであります。

　その主な内容は、

　第一に、貨物鉄道事業の許可に係る需給調整要件を廃止し、休廃止についての許可制

を事前届け出制とするとともに、第一種貨物利用運送事業の許可制を登録制とし、運送

取次事業の規制を廃止すること、

　第二に、貨物鉄道事業、貨物利用運送事業及び貨物自動車運送事業の運賃及び料金に

ついて、事前規制を廃止すること、

　第三に、貨物自動車運送事業の営業区域規制を廃止すること

などであります。

　本案は、参議院先議に係るもので、去る五月二十八日本委員会に付託され、翌二十九

日扇国土交通大臣から提案理由の説明を聴取し、六月五日質疑に入り、七日参考人から

の意見聴取を行い、同日質疑を終了しました。

　質疑の中では、我が国の物流システムの効率化のための施策、貨物鉄道事業の位置づ

け及びＪＲ貨物会社の経営状況と将来展望、貨物運送の規制緩和に際して、輸送の安全

と良好な労働環境を確保し、公正な競争を担保する措置等について議論が行われました。

　質疑終了後、討論を行い、採決いたしました結果、本案は賛成多数をもって原案のと

おり可決すべきものと議決した次第であります。

　なお、本案に対し附帯決議が付されました。

　以上、御報告申し上げます。

○附帯決議（平成一四年六月七日）

　政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺憾なきを

期すべきである。

一　貨物鉄道事業の参入規制の緩和について、国は需給調整規制の廃止後においてもＪ



Ｒ貨物に関する国鉄改革の趣旨及び経緯に十分に配慮すること。

二　鉄道貨物輸送を利用した円滑な複合一貫輸送の確保に努めるとともに、旅客の乗継

ぎ又は貨物の引継ぎの円滑化のための措置については、措置内容を具体的に定め、適

切に運用すること。

三　整備新幹線開業に伴う並行在来線の扱いについては、物流ネットワークの確保に支

障を生じないよう十分に配慮すること。

四　環境問題、労働力問題及び交通安全等に配慮した物流体系を構築する観点から、鉄

道貨物輸送力の増強に資する支援措置等モーダルシフト向上施策を一層推進すること。

五　貨物利用運送事業者の参入については厳正な審査を行うとともに、第一種貨物利用

運送事業の参入規制の許可制から登録制への移行に当たっては、登録拒否要件を具体

的に定め、統一性、透明性を確保すること。

六　貨物利用運送事業者が実運送事業者に対して不当な運賃料金の引き下げを強要する

ことのないよう関係者に対する指導監督を強化するとともに、運賃料金の遵守につい

て貨物利用運送事業法及び関係事業法の適正な運用を図ること。

七　港湾運送事業に貨物利用運送事業法の適用がないことを関係者に周知徹底すること。

また、貨物利用運送事業者が行う国際複合一貫輸送の進展により港湾運送に関する秩

序に支障が生じることのないよう、港湾運送事業に関し講じられているこれまでの措

置を維持するとともに、港湾運送料金の適正収受の確保につき効果的対策を講じるこ

と。

八　貨物自動車運送事業の営業区域規制の廃止後においても、適正な運行管理が行われ

るよう、過労運転等の防止のための運行管理体制の充実、携帯電話等による運行管理

者との緊密な連絡体制の確保、デジタル式運行記録計等最新の情報技術の効果的な活

用の促進を図るとともに、関連する施策に関し、所要の支援措置の充実・強化を図る

こと。

九　貨物自動車運送事業の適正化を図るため、貨物自動車運送適正化事業実施機関を活

用し、計画的かつ着実な監査を実施するとともに、輸送の安全確保に関する是正命令、

事業の改善命令、許可の取消処分等について人員の適切な配置等必要な環境整備を図

り、厳正かつ機動的に運用すること。

　　また、貨物自動車運送事業者の安全性を評価するためのシステムを確立し、その円

滑な推進のための環境整備を進めること。

十　元請・下請関係に関する貨物自動車運送事業法の適用関係を明確にするとともに、

元請事業者の下請事業者に対する違法行為の強要等元請事業者の不当な活動（行為）

に対しては、輸送の安全の確保を阻害する行為の停止命令等により適切な指導監督を

行うこと。

十一　「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（平成元年二月九日労働省告示

第七号）」を輸送の安全確保に関する事業者の遵守すべき事項として、国土交通省及



び厚生労働省において、その徹底を図り、労働時間の短縮及び労働力の確保について

業界を指導するとともに、国土交通省及び厚生労働省による相互通報制度の確立等そ

の円滑な推進のための環境整備を図ること。

十二　貨物鉄道事業、貨物利用運送事業及び貨物自動車運送事業の運賃料金の事前規制

の廃止後においては、各事業の運賃料金の正確な実態把握に努めること。

　　また、国土交通大臣の運賃料金の改善命令については、厳正かつ機動的に運用する

とともに、発動基準の統一性、透明性を確保すること。

十三　国際海上コンテナの安全輸送の確保につき、荷主に対する積み付け、重量、危

険・有害物の明示等に関する規定の整備に努めること。また、不法行為を強要する荷

主に対しては事業許可の取消処分等について厳正かつ機動的に行うこと。


